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障害のある方を取り巻く現状について（仙台市） 
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障害者総合支援法のサービスについて 

 

  

地域生活支援事業 

 ●相談支援                     ●地域活動支援センター 
 ●コミュニケーション支援       ●成年後見制度利用支援 
 ●日常生活用具の給付等        ●その他 
 ●移動支援                  

 ●専門性の高い相談支援 ●広域的な対応が必要な事業 ●人材育成 等 
  

支援 

都道府県 

自立支援給付 

 介護給付 
 ●居宅介護(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ) 
 ●重度訪問介護 
 ●同行援護 
 ●行動援護 
 ●重度障害者等包括支援 
 ●短期入所(ｼｮｰﾄｽﾃｲ) 
 ●療養介護 
 ●生活介護 
 ●施設入所支援 
 
 
 

 訓練等給付 
 ●自立訓練(機能訓練・生活訓練) 
 ●就労移行支援 

 ●就労継続支援（A型・B型） 

 ●就労定着支援 

 ●自立生活援助 

 ●共同生活援助 (ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 

 

 相談支援 
 ●地域相談支援 

 (地域移行・地域定着) 

 ●計画相談支援 

 補装具 

障
害
者
・
児
 

市町村 

 自立支援医療 
 ●更生医療 
 ●育成医療（都道府県等） 

 ●精神通院公費（都道府県等） 

２ 
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地域生活支援事業について 

 
 相談支援事業 

障害のある人、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な
情報提供等や権利擁護のために必要な援助を行います。 
また、協議会を設置し、地域の相談支援体制やネットワークの構築
を行います。 

 成年後見制度利用 
         支援事業 

成年後見制度の活用が有効と認められる知的障害者又は精神障害者
の成年後見制度の利用を支援し､障害者の権利擁護を図ります。 

 意思疎通(ｺﾐｭﾆｹｰ 
     ｼｮﾝ)支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障害のため、意思疎通を図る
ことに支障がある人とその他の人の意思疎通を仲介するために、手
話通訳や要約筆記、点訳等を行う者の派遣などを行います。 

 日常生活用具 
       給付等事業 

重度障害のある人等に対し、自立生活支援用具等日常生活用具の給
付又は貸与を行います。 

 移動支援事業 
屋外での移動が困難な障害のある人について、外出のための支援を
行います。 

 地域活動支援ｾﾝﾀｰ 
     機能強化事業 

障害のある人が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交
流の促進等の便宜を図ります。 

事業名 内 容 

市町村事業 

 その他の事業 

市町村の判断により、自立した日常生活又は社会生活を営むために
必要な事業を行います。 
例：福祉ホームの運営、訪問入浴サービス、日中一時支援、社会参加支援，
福祉機器リサイクル 等 

障害のある人が、その有する能力や適性に応じ自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう、住民に最も身近な市町村を中心として以下の事業を実施します。 

５ 



 専門性の高い 
     相談支援事業 

発達障害、高次脳機能障害など専門性の高い障害について、相談に
応じ、必要な情報提供等を行います。 

 広域的な支援事業 
都道府県相談支援体制整備事業など市町村域を超えて広域的な支援
が必要な事業を行います。 

 その他の事業 
 （研修事業を含む。） 

都道府県の判断により、自立した日常生活又は社会生活を営むため
に必要な事業を行います。 
例：福祉ホームの運営、障害者ＩＴサポートセンター運営、地域支援体制整
備、社会参加支援、権利擁護支援 等 

また､サービス提供者､指導者などへの研修事業等を行います。 

事業名 内 容 

都道府県事業 

６ 



利用手続きについて 

相談・申し込み（区役所障害高齢課・宮城総合支所保健福祉課） 

サービス等利用計画の作成 

サービス利用 

障害支援区分認定調査（８０項目） 

一次判定（市町村） 

二次判定（審査会） 

障害支援区分の認定 

サービスの利用意向の聴取 
サービス等利用計画案を踏まえ支給決定案の作成 

暫定支給決定 

介護給付を希望する場合 

訓練等給付を希望する場合 医師意見書 

サービスを利用したい方は、各区役所障害高齢課等で利用申請を行います。 
障害支援区分認定調査（８０項目）を受けた後、下記のような手順で支給決定され、
サービスの利用開始となります。 

※障害支援区分とは 

 障害支援区分とは、障害者に必要とされる支援の度合いを表す区分（区分１～６：区
分６の方が必要とされる支援の度合いが高い）です。８０項目の調査を行い、市町村審
査会での総合的な判定を踏まえて市町村が認定します。 

７ 



利用者負担について 
障害福祉サービスについて、利用者負担は現在、サービス量と所得に着目した負担の仕組み（１
割の定率負担と所得に応じた負担上限月額の設定）となっています。 

      定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当りの負担限度額を設定しています 

障害者 

障害児 

※同じ世帯で他にも障害福祉サービス、補装具、児童福祉法に基づく支援を受けている方がいる場合や、介
護保険と障害福祉サービスを両方利用している方がいる場合、その合計額が一定の基準額を超えた場合に、
その超えた額を償還する仕組みもあります（高額障害福祉サービス等給付費） 

区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯 ０円 

低所得 市町村民税非課税世帯 ０円 

一般１ 

市町村民税課税世帯 
（所得割１６万円未満） 
※入所施設利用者(２０歳以上)、グループホーム
利用者を除きます 

９，３００円 

一般２ 上記以外 ３７，２００円 

区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯 ０円 

低所得 市町村民税非課税世帯 ０円 

一般１ 
市町村民税課税世帯 
（所得割２８万円未満） 
 

通所施設、ホームヘル
プ利用の場合 

４，６００円 

入所施設利用の場合 ９，３００円 

一般２ 上記以外 ３７，２００円 

種 別 世帯の範囲 

１８歳以上の障害者（施設に入所する１８、１９歳を除く） 障害のある方とその配偶者 

障害児（施設に入所する１８，１９歳を含む） 保護者の属する住民基本台帳での世帯 

世帯の考え方 

８ 



訪問系サービスについて 
障害福祉サービス 

１．概要 

２．利用にあたっての留意事項 

（1）利用料 
 利用者負担はサービス費用の1割ですが、月ごとに所得に応じた上限額があり、低所得の方（生
活保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 

（2）サービスの支給決定 

 サービスの支給量（利用時間）は、区役所の職員等が訪問調査をして決定していきます。調査に
は、利用予定のヘルプサービス事業所の主任ヘルパー等が同行することもあります。利用者ご本
人とご家族のご要望をお聞きし、それを基にサービス等利用計画を作成し支給量を決めていきます。 

訪問系サービスをご利用になるには、サービスを提供する事業所と契約を結んでいただく必要があ
りますが、この際、作成したサービス等利用計画をお示しいただき、その内容で契約をしていただく
ことになります。 

（３）サービスの利用 

 区役所の職員の調査に基づいて決定された利用時間及びサービス等利用計画に沿ってサービ
スを利用していただきます。 

９ 

種類 対象者 内容（主なもの）

居宅介護

障害支援区分1以上の障害者（児童の場合
はこれに相当する状態）
※通院等介助（身体介護有）は区分2以上
かつ「歩行」に「全面的な支援が必要」な
ど

・家事援助（調理、掃除、買物）
・身体介護（食事、着替え、排
泄、入浴等の介助）
・通院等介助（医療機関等への通
院時の介助）
・通院等乗降介助
・日常生活に関する相談・助言

重度訪問介護

重度の肢体不自由または重度の知的障害も
しくは精神障害があり常に介護を必要とす
る障害者で
　障害支援区分4以上かつ下記①or②
　①二肢以上に麻痺等あり
　②認定調査の行動関連項目の合計が10
点以上（知的・精神）

長時間の支援が断続的に必要な障
害者へ一体的にサービスを提供す
る（身体介護、家事援助、生活相
談、移動介護）

同行援護

視覚障害によって移動に著しい困難を有す
る障害者等で同行援護アセスメント調査票
による基準を満たす者

・移動に必要な情報提供（代筆、
代読を含む。）
・移動の援護
・移動先での排泄及び食事等の介
護

行動援護

知的障害又は精神障害により行動上著しい
困難を有する障害者等で障害支援区分3以
上かつ認定調査の行動関連項目が10点以
上

・行動する際に生じ得る危険を回
避するために必要な援護
・外出時における移動中の介護
・排泄、食事等の介護



生活介護及び自立訓練事業について 
障害福祉サービス 

１．概要 

（１）利用できる方 

 身体障害者、知的障害者、精神障害者等を対象とする日中活動サービス（日帰りで施設等に通って
受けるサービス）です。障害者の方に日中活動の場を提供することで、身体機能・生活能力の維持・
向上を図り、社会参加の促進を図ることを目的としています。 

（2）利用できるサービスの内容 
 

２．利用にあたっての留意事項 

（1）利用料 
 利用者負担はサービス費用の1割ですが、月ごとに所得に応じた上限額があり、低所得の方（生活
保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 
また、この他に食材費・光熱水費等の実費負担があり事業者ごとに金額を設定しています。 

（2）実施時間 
 午前10時頃に開始し、午後3時頃に終了します。詳しくは区役所へお尋ねください。 

（3）標準利用期間 
 自立訓練（機能訓練）事業と自立訓練（生活訓練）事業には、それぞれ18ケ月（機能訓練）、２４ケ月

（生活訓練）の標準利用期間が定められており、サービス提供事業者のアセスメントに基づき、標準
利用期間内の範囲内でサービスの提供期間が決定されます。 

（４）仙台市が委託している生活介護事業及び自立訓練事業所 
 生活介護事業…仙台市障害者福祉センター（太白、宮城野、若林） 
 自立訓練（機能訓練）事業…仙台市障害者福祉センター（太白、宮城野、若林、泉） 
 自立訓練（生活訓練）事業…仙台市障害者福祉センター（太白、宮城野、若林） 

種類 対象者 基本事業 その他のサービス 

生活介護事業 

障害支援区分が区分 3

以上 

（年齢が 50 歳以上の場

合は、障害支援区分が区

分２以上） 

日常生活上の支援 

創作的活動 

機能訓練 

レクリエーション 

等 

給食サービス 

入浴サービス 

送迎サービス 

（事業者により異

なります） 

自立訓練（機

能訓練）事業 

身体機能・生活能力の

維持、向上等のため支

援が必要な身体障害者 

機能訓練 

社会適応訓練 

スポーツ・レクリエーション 

等 

 自立訓練（生

活訓練）事業 

生活能力の維持・向上

等のため一定の支援が

必要な知的障害者・精

神障害者 

 

１０ 



短期入所事業（ショートステイ）について 
障害福祉サービス 

１．概要 

（１）利用できる方 

 障害者：身体障害、知的障害、精神障害並びに難病等により、障害支援区分１以上の認定を受けた
者 

 障害児：身体障害、知的障害、精神障害がある児童並びに難病患者等である児童またはそれと同
等の支援が必要と認められる児童 

（２）利用できる事業所 
 短期入所事業所として県・市の指定を受けた事業所 

（３）利用できるサービスの内容 

 利用者の保護者の疾病、冠婚葬祭への出席、看護、学校等の公的行事への参加、レジャー、旅行
又は休息等の理由により、一時的に保護又は支援を必要とする場合に指定事業所において、入浴、
排せつ及び食事の介護その他必要な支援を提供します。 

２．利用にあたっての留意事項 

（1）利用料 
 利用者負担はサービス費用の1割ですが、月ごとに所得に応じた上限額があり、低所得の方（生活
保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 
また、食費や日用品などの実費をご負担いただきます。 
食費等の実費については、施設により取り扱いが異なりますので、利用される施設にご確認下さい。 

（２）サービスの利用日数 

 一月あたりの利用日数（支給量）は、区役所職員がご家庭の状況などをお伺いしながら決定してい
きます。 

 なお、短期入所はご家族の急用など突然利用が必要になることも多いことから、すぐに利用する予
定がない場合であっても利用申請も受け付けています。その場合には、一月あたり7日の支給決定を
行ないます。（ご家族の状況等から月7日の利用では不足することが明らかな場合は、７日を超える決
定をすることもあります。） 

（３）サービスの利用方法 
 短期入所をご利用になるには、サービスを提供する事業所と契約を結んでいただく必要があります。 
また、利用される場合は事前に事業所に空き状況等をご確認ください。 
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共同生活援助（グループホーム）について 
障害福祉サービス 

１．概要 

（１）利用できる方 

障害者（※身体障害者にあっては、６５歳未満の方又は６５歳に達するまでに障害福祉サービス若し
くはこれに準ずるものを利用したことがある方に限られます。） 

（２）利用できる事業所 
共同生活援助事業所として県・市の指定を受けた事業所 

（３）利用できるサービスの内容 

主として夜間において、共同生活住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生
活上の援助を行います。 

  
【介護サービスの提供形態】 
介護サービス包括型（従来のケアホームと同様の形態） 
従来のケアホームと同様に当該事業所の従業者が介護サービスの提供を行う形態。 

外部サービス利用型 

介護サービスについては、当該事業所の従事者は提供せず、外部の居宅介護事業者等に委託し
介護サービスの提供を行う形態。 

２．利用にあたっての留意事項 

（１）利用料 
 利用者負担はサービス費用の1割ですが、月ごとに所得に応じた上限額があり、低所得の方（生活
保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 
この他に家賃・光熱水費等の実費負担があり事業者ごとに金額を設定しています。 
なお、家賃については上限１万円までの軽減制度があります。 

（２）サービスの利用方法 

区役所職員が利用者ご本人から要望をお聞きし、それに基づいたサービスの支給を決定します。共
同生活援助をご利用になるには、事業所と利用契約を結んでいただく必要があります。 
また、利用される場合は事前に事業所に空き状況等をご確認ください。 
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移動支援について 
地域生活支援事業 

１．概要 

（１）利用できる方 

身体障害者（児）：身体障害者手帳の両上肢１級及び両下肢１級の交付を受けた方又は移動に際
し同等の支援が必要と認められる方（難病患者等を含む） 
 ※重度視覚障害をお持ちの方は同行援護をご利用いただきます。 

知的障害者（児）：療育手帳の交付を受けた方又は移動に際し同等の支援が必要と認められる方 

精神障害者（児）：精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方又は移動に際し同等の支援が必
要と認められる方 

（２）利用できるサービスの内容 

社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出（通勤、営業活動等の経
済活動に係る外出、通学、通所等の通年かつ長期にわたる外出、通院のための外出、社会通念上適
当でない外出を除く。）の際の移動の介護を行います。 

 ※通院については居宅介護や同行援護をご利用いただきます。 

２．利用にあたっての留意事項 

（１）利用料 
利用者負担はサービス費用の1割となりますが、月ごとに所得に応じた基準額があり、低所得の方
（生活保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 

（２）利用時間 
原則として月に５０時間の範囲内で支給決定を受けた時間 

（３）サービスの利用方法 

利用にあたっては、お住まいの区役所に申請が必要です。職員が介護の状況や本人の状態、要望
等を調査し、利用の可否、支給量を決定します。 

決定通知が届きましたら、移動支援登録事業所と具体的なサービスの内容を相談のうえ、利用契約
を結んで利用を開始していただきます。 
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日中一時支援について 
地域生活支援事業 

１．概要 

（１）利用できる方 
身体障害児：身体障害者手帳をお持ちの障害児又は同等の支援が必要と認められる障害児 
知的障害者（児）：療育手帳をお持ちの方又は同等の支援が必要と認められる方 
精神障害者（児）：精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方又は同等の支援が必要と認められる方 

（２）利用できる事業所 
日中一時支援事業所として仙台市に登録した事業所 

（３）利用できるサービスの内容 

利用者を日常的に介護している家族が、疾病、冠婚葬祭への出席、看護、学校等の公的行事への
参加、レジャー、旅行又は休息等の理由により、一時的に介護ができない場合において、宿泊を伴わ
ない一時的な見守り及び介護を登録事業所において提供するものです。 

２．利用にあたっての留意事項 

（１）利用料 
利用者負担はサービス費用の1割となりますが、月ごとに所得に応じた基準額があり、低所得の方
（生活保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 
※食費や日用品などの実費をご負担いただきます。 

（２）利用時間 
原則として支給決定を受けた時間以内（支給量の上限は月56時間）となります。 

（３）サービスの利用方法 

利用にあたっては、お住まいの区役所に申請が必要です。職員が介護の状況や本人の状態、要望
等を調査し、利用の可否、支給量を決定します。 

決定通知が届きましたら、日中一時支援登録事業所と具体的なサービスの内容を相談のうえ、利用
契約を結んで利用を開始していただきます。 
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訪問入浴サービスについて 
地域生活支援事業 

１．概要 

（１）利用できる方 

身体障害者 原則として１８歳以上で、１級もしくは２級の身体障害者手帳の交付を受けていて、
かつ歩行困難、移送に耐えられない等の理由により、自宅の風呂等で入浴すること
が難しい方（難病患者等の方を含む） 

（２）利用回数 
月あたり６回（６月から９月までの期間については７回）の範囲内で支給決定を受けた回数 

（３）利用できるサービスの内容 
利用者の自宅を訪問し、訪問入浴車の設備により、洗髪・洗体・洗顔、衣類着脱に関する介助を行う。 

２．利用にあたっての留意事項 

（１）利用料 
利用者負担はサービス費用の1割となりますが、月ごとに所得に応じた基準額があり、低所得の方
（生活保護世帯、市民税非課税世帯）は無料となります。 

（２）サービスの利用方法 

利用にあたっては、お住まいの区役所に申請が必要です。職員が介護の状況や本人の状態、要望
等を調査し、利用の可否、支給量を決定します。 

決定通知が届きましたら、訪問入浴サービス登録事業所と具体的なサービスの内容を相談のうえ、
利用契約を結んで利用を開始していただきます。 
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